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定期監査の結果に関する報告書の提出について 

 

 

 地方自治法第１９９条第４項の規定により令和６年度定期監査を執行し

たので、同条第９項の規定により、その結果に関する報告書を次のとおり

提出します。 
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１ 監査の準拠基準 
 

久喜市監査基準 

 

２ 監査の対象 
 

秘書課、情報推進課、市民課(総合窓口)、資源循環推進課、社会福祉課、介護保険課、地域保健課、こども家庭保健課、さ

くら保育園、ひまわり保育園、道路維持課、治水河川課、都市整備課、水道事業（上下水道経営課、水道施設課）、下水道事

業（上下水道経営課、下水道施設課）、議会総務課、教育総務課、中央幼稚園及び文化振興課における令和６年４月１日から

令和６年９月３０日までに執行された財務に関する事務 
 

３ 監査の着眼点 
 

財務に関する事務の執行が法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化

に努めているか等に主眼を置いて監査した。なお、補助金の支出については、特に重点を置いて監査を実施した。 
 

４ 監査の主な実施内容 
 

事前に提出された資料及び関係帳票等について、証憑突合、質問、閲覧等の手法を用いて監査を実施した。 

 

５ 監査の期日 
 

令和６年１１月１１日、１３日、１４日、２８日 

 

６ 監査の結果 
 

財務に関する事務の執行が、適正かつ効率的に行われているかどうかを共通着眼点として監査した限りにおいて、監査の対

象となった事務が法令に適合し、正確に行われ、最少の経費で最大の効果を挙げるようにし、その組織及び運営の合理化に努

めていることを確認した。 
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(1) 秘書課

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　秘書係の主な所掌事務は、市長及び副市長の秘書に関する事務、儀式及び式典に関する事務、市民の褒賞及び表彰に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　出」

(単位：円・％)

　歳出予算現額１９，１２５，０００円に対し、支出済額７，４７８，５６９円で、３９．１％の執行率である。

合 計
秘 書 係

本 年 度 1 0 1 1 2 (1)

　　　　　　　職　名
　区　分

副室長兼課長 参 事 兼 課 長 主 幹 課 長 補 佐
係 名

5

前 年 度 - 1 0 1 3 (1) 5

比 較 増 減 1 △ 1 1 0 △ 1 0

執 行 率
款 項 目 事 業 名

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額
（Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

604,000

（B）/（Ａ）×100
総 務 費 総 務 管 理 費 一 般 管 理 費 職 員 給 与 費

604,000 194,844 409,156 32.3
秘 書 業 務 経 費

18,521,000 18,521,000 7,283,725 11,237,275 39.3

39.1

　主な支出は、秘書業務経費の交際費６９８，９００円（資金前渡含む。翌月の精算後は３４１，４００円）、公用車運行管理業務委託料３，８１０，８７０円及び負担金
１，６８２，０００円であり、支出済額の８２．８％（交際費精算後、７８．０％）を占めている。

合 計
19,125,000 19,125,000 7,478,569 11,646,431



(2) 情報推進課

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し１人増である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、統計調査費委託金の２０２５年農林業センサス事務交付金４，４５６，０００円及び令和６年全国家計構造調査事務交付金４，９４１，０００円で
あり、収入済額の９２．６％を占めている。

0.0
雑 入 雑 入諸 収 入 雑 入

177,126,000 10,148,000 10,148,000 0 5.7

177,000 0 0

12,079,000 10,148,000 10,148,000 0 84.0

係 名
システム管理係

0

2

1

(1)1 2

2

収 入 未 済 額調 定 額

国 庫 補 助 金

デジタル戦略室 合 計

委 託 金 総務費委託金 統 計 調 査 費 委 託 金

0

科 目
目

1

（Ｂ）節

2

2

0

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

課 長 補 佐参事兼課長 主幹兼室長

1

0

2

2

0

11

統 計 係

項
収 入 率収 入 済 額

（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

0

（Ｃ）

0 0.0

10

9

1

(1) (1)

(1)

予 算 現 額

　システム管理係においては、電子計算システムの運用及び管理の調整に関する事務を行っている。
　統計係においては、統計資料の編集及び発行に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）
国 庫 支 出 金 総 務 費 国 庫

0

　歳入予算現額１７７，１２６，０００円に対し、収入済額１０，１４８，０００円で収入率は５．７％である。

補 助 金
総 務 管 理 費 補 助 金

県 支 出 金
164,870,000

(1)

(1)

　デジタル戦略室においては、高度情報化、情報処理及び電気通信に係る総合的な政策に関する事務、社会保障・税番号制度に関する施策の企画及び総合調整に関
する事務等を行っている。

合 計

3
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　「歳　出」
(単位：円・％)

調 査 区 設 定 事 業 471,000 471,000 105,894 365,106 22.5

653,871,000 653,871,000 52,693,421 601,177,579 8.1

令 和 ７ 年 国 勢 調 査
構 造 調 査 事 業 5,850,000 5,850,000 27,126 5,822,874 0.5
令 和 ６ 年 全 国 家 計
セ ン サ ス 事 業 5,494,000 5,494,000 19,575 5,474,425 0.4
２ ０ ２ ５ 年 農 林 業
調 査 区 管 理 事 業 4,000 4,000 0 4,000 0.0
経 済 セ ン サ ス

28,000 28,000 14,347 13,653 51.2
統 計 調 査 費 学 校 基 本 調 査 事 業

確 保 対 策 事 業 30,000 30,000 1,936 28,064 6.5

20,000 20,000 9,000 11,000 45.0
統 計 調 査 員

103,000 103,000 0 103,000 0.0
統 計 調 査 業 務 経 費

総 務 費

253,380,000 253,380,000 774,187 252,605,813 0.3
統 計 調 査 費 統 計 調 査 職 員 給 与 費

デ ジ タ ル 推 進 事 業

統合型地理情報システム

2,972,000 2,972,000 170,500 2,801,500 5.7

3,451,000

維 持 管 理 事 業 14,308,000 14,308,000 4,864,607 9,443,393 34.0

維 持 管 理 事 業 214,820,000 214,820,000 9,292,136 205,527,864 4.3

81.8

維 持 管 理 事 業 151,497,000 151,400,000 37,029,345 114,370,655 24.5

317,000 259,299 57,701

（Ｂ）（Ａ）
総 務 管 理 費

内部情報系システム

住 民 情 報 シ ス テ ム

公共施設予約管理システム

220,000
電 算 管 理 費 電 算 管 理 業 務 経 費

当 初 予 算 額

1,223,0001,223,000
職 員 給 与 費

0.0

125,469

3,451,000 0 3,451,000

款 項 目
一 般 管 理 費

10.3

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

1,097,531
総 務 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目
事 業 名

合 計

公衆無線LAN運用事業
維 持 管 理 事 業



　歳出予算現額６５３，８７１，０００円に対し、支出済額５２，６９３，４２１円で、８．１％の執行率である。

ウ　改善・要望事項
・公共施設におけるフリーWi-Fiについて、接続状況等を調査し、更なる利便性の向上に努めてください。

　電算管理費の主な支出は、内部情報系システム維持管理事業のシステム回線費１０，３２８，１３８円及びOA機器等借上料２３，５１６，２５６円、住民情報システム維持
　一般管理費の支出は、職員給与費の職員手当等１２５，４６９円である。

管理事業のOA機器等借上料３，８９６，７３６円であり、支出済額の７２．０％を占めている。
　統計調査総務費の支出は、統計調査業務経費の埼玉県統計協会会費９，０００円、統計調査員確保対策事業の消耗品費１，９３６円である。
　統計調査費の主な支出は、２０２５年農林業センサス事業の職員手当等１６，０８０円、令和７年国勢調査調査区設定事業の職員手当等１００，５００円であり、
支出済額の６９．８％を占めている。

5
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(3) 市民課（総合窓口）

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し３７人減である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

保険者資格取得、喪失及び被保険者証の交付又は回収に関する事務、国民年金被保険者資格に関する事務、一般旅券発給申請等の受理及び交付に関する事務等
を行っている。

イ　予算執行状況【一般会計】
　「歳　入」

(単位：円・％)

△ 37

(1)

0 0 △ 3 △ 1 1 △ 5 △ 8 △ 11 △ 10

(1) 8 (1) 11 (1) 20 73

1 1 2 17 (1) (1)5 -

課 長 主 幹 課 長 補 佐
係 名 会 計 年 度

任 用 職 員
合 計

市民・パスポート係 戸 籍 係 菖蒲市民係（総合窓口） 栗橋市民係（総合窓口） 鷲宮市民係（総合窓口）

- - 10 36

1 1 5 18 (1)

57,000 53,000 53,000 0 93.0

2,613,000 900,800 881,250 19,550 33.7

委 託 金 118,000 0 0 0 0.0
総務費委託金 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費委 託 金

904,000 1,050,000 1,050,000 0 116.2

34,695,000 24,366,000 17,054,000 7,312,000 49.2
総 務 費 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費
県 負 担 金 負 担 金

調 定 額

手 数 料

47,214,550

戸 籍 住 民 基 本 台 帳

科 目
目 （Ｂ）節

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減

項

合 計

民生費委託金 社 会 福 祉 費 委 託 金

県 支 出 金 県 負 担 金

及 び 手 数 料
徴 税 手 数 料

雑 入

手 数 料 47,083,000 23,905,300 23,905,300 0 50.8

国 庫 補 助 金 28,204,000 0 0 0 0.0
総 務 費 総 務 管 理 費 補 助 金

54,546,100

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

3,647,000

（Ｃ）

7,331,550

0

収 入 未 済 額

38.9

6,625,000 55.0

1,054,000 624,000 624,000 0 59.2

（Ａ）

121,353,000

使 用 料 総 務 手 数 料

統 計 調 査 費 委 託 金

諸 収 入 雑 入 雑 入

国 庫 支 出 金 国 庫 補 助 金

委 託 金
委 託 金 総務費委託金 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費

3,647,000

4 5

　市民・パスポート係においては、住民基本台帳に関する事務、印鑑登録及び証明に関する事務、個人番号通知書及び個人番号カードに関する事務、国民健康保険被

　戸籍係においては、戸籍届出の受理に関する事務、戸籍の記載、編製及び保管に関する事務等を行っている。

款
予 算 現 額



　収入済額の主なものは、戸籍住民基本台帳手数料の戸籍証明手数料９，５７７，８５０円及び住民票証明手数料８，３３１，３００円、社会福祉費委託金の基礎年金等事
務費交付金１０，１０７，０００円及び協力・連携に係る交付金６，９４７，０００円であり、収入済額の７４．１％を占めている。

　「歳　出」
(単位：円・％)

合 計

　歳出予算現額８９，２７３，０００円に対し、支出済額２５，０９６，１５６円で、２８．１％の執行率である。

89,273,000 89,273,000 25,096,156 64,176,844 28.1

取 扱 業 務 経 費 626,000 0.0

32.6
国 民 年 金 事 務

取 扱 費

1,177,000 1,177,000 30,642 1,146,358 2.6
民 生 費 社 会 福 祉 費 国民年金事務 職 員 給 与 費

番 号 カ ー ド 交 付 事 業

15,055,000 15,055,000 8,645,504 6,409,496 57.4

1.252,000 606 51,39452,000
旅 券 事 務 事 業

225,000 225,000 49,390 175,610 22.0

674,000 674,000 561,000 113,000 83.2
住 居 表 示 事 務 事 業

14,880,000 14,880,000 4,688,578 10,191,422 31.5
印 鑑 登 録 事 務 事 業

住民基本台帳事務事業

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
戸籍住民基本

款 項 目
戸籍住民基本 職 員 給 与 費

当 初 予 算 額

4,408,000台 帳 費 台 帳 費 4,408,000 1,504,172

51,729,000 9,470,565 42,258,435 18.3

2,903,828

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

　歳入予算現額１２１，３５３，０００円に対し、収入済額４７，２１４，５５０円で収入率は３８．９％である。

34.1

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

コ ン ビ ニ 交 付 事 業

個人番号通知書・個人

447,000 447,000 145,699 301,301

626,000 0 626,000

総 務 費

　戸籍住民基本台帳費の主な支出は、戸籍事務事業のシステム保守業務委託料３，３１７，８２０円及びOA機器等借上料３，６８９，９５０円を含む使用料及び賃借料
５，８８９，９５０円、住民基本台帳事務事業のシステム保守業務委託料３，２４６，５９５円、コンビニ交付事業のシステム保守業務委託料１，４３０，０００円を含む委託料
３，８５７，８６７円及び地方公共団体情報システム機構負担金４，７８７，０３７円であり、支出済額の８４．６％を占めている。　
　国民年金事務取扱費の支出は、職員給与費の職員手当等１４５，６９９円である。

戸 籍 事 務 事 業
51,729,000

7
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ウ　予算執行状況【国民健康保険特別会計】
　「歳　出」

(単位：円・％)

　歳出予算現額２８５，０００円に対し、支出済額１６，８９６円で、５．９％の執行率である。
　一般管理費の支出は、職員給与費の職員手当等１６，８９６円である。

職 員 給 与 費
（B）/（Ａ）×100

244,000 229,000 16,896 212,104 7.4

16,896 268,104300,000 285,000 5.9

執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ）

一 般 管 理 業 務 経 費
56,000 56,000 0 56,000 0.0

総 務 費 総 務 管 理 費 一 般 管 理 費
（Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額

合 計

支 出 済 額 予 算 残 額



(4) 資源循環推進課

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し４人増である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

負 担 金 負 担 金
清 掃 費 負 担 金

使 用 料 及 び
手 数 料 5,093,000 2,023,260

予 算 現 額

　計画推進係においては、ごみ処理及びし尿処理の計画に関する事務、し尿の収集及び処理に関する事務等を行っている。

　余熱利用推進室においては、余熱利用施設の整備に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）

435,338,000

分 担 金 及 び 衛 生 費

0.5

02,936,000

2,159,972

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

0

（Ｃ）

42,680

0 0.0

5

4

1

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

課 長 補 佐参事兼課長 室 長

1

0

1

1

0

11

計画推進係

(1)

収 入 未 済 額調 定 額

負 担 金

2,117,292

手 数 料 衛 生 手 数 料 清 掃 手 数 料

科 目
目 （Ｂ）節項

合 計

繰 入 金 基 金 繰 入 金 ごみ処理施設 ご み 処 理 施 設

1,980,580 42,680 38.9

国 庫 補 助 金 27,232,000 0 0 0 0.0
衛 生 費 清 掃 費 補 助 金国 庫 支 出 金 国 庫 補 助 金

配 当 金 152,000 136,712 136,712 0 89.9
財 産 収 入 財産運用収入 利 子 及 び 利 子 及 び 配 当 金

整備基金繰入金 整 備 基 金 繰 入 金 202,687,000 0 0 0 0.0

基 金 繰 入 金 60,614,000 0 0 0 0.0
緑の公園整備 基 金 繰 入 金

136,624,000 0 0 0 0.0
雑 入 雑 入諸 収 入 雑 入

11

4

係 名 余 熱 利 用
推 進 室

(1)

(1)

　施設整備係においては、一般廃棄物処理施設の整備に関する事務等を行っている。
　廃棄物収集係においては、ごみの減量推進・収集・分別・集積所に関する事務等を行っている。

- 2

3 0

施設整備係 廃棄物収集係

3 2

合 計

152

0

(1)1

2

（仮称）本多静六 （仮称）本多静六記念
記念　市民の森・ 市民の森・緑の公園整備

9
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　収入済額は、清掃手数料のし尿処理手数料１，９７７，５８０円及び浄化槽清掃業許可手数料３，０００円、利子及び配当金のごみ処理施設整備基金利子８９，９３１円
及び（仮称）本多静六記念　市民の森・緑の公園整備基金利子４６，７８１円である。

　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額３，４４４，５８３，０００円に対し、支出済額１，４５０，３６７，８１１円で、４２．１％の執行率である。

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

４７，５２０，０００円を含む工事請負費６４，６８０，０００円であり、支出済額の９８．３％を占めている。
　塵芥処理費の主な支出は、ごみ収集事業の業務委託料３２５，６６８，３６５円であり、支出済額の９９．３％を占めている。
　し尿処理費の主な支出は、し尿処理事業の業務委託料６４，４６６，２０８円であり、支出済額の９９．７％を占めている。
　ごみ処理施設整備基金費の支出は、ごみ処理施設整備基金積立事業の積立金８９，９３１円である。
　（仮称）本多静六記念　市民の森・緑の公園整備基金費の支出は、（仮称）本多静六記念　市民の森・緑の公園整備基金積立事業の積立金４６，７８１円である。

0.0115,134,000 115,134,000 7,392 115,126,608
塵 芥 処 理 費 ご み 収 集 事 業

一 体 整 備 事 業

1,270,206

　歳入予算現額４３５，３３８，０００円に対し、収入済額２，１１７，２９２円で収入率は０．５％である。

72.6

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

衛 生 費
4,629,000 3,358,794

清 掃 費 清 掃 総 務 費 清 掃 業 務 経 費

当 初 予 算 額
款 項 目

保 健 衛 生 職 員 給 与 費
4,629,000総 務 費

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
保 健 衛 生 費

106,000 106,000 38,340 67,660 36.2

負 担 金 事 業 1,945,910,000 1,945,910,000 972,000,000 973,910,000 50.0
久 喜 宮 代 衛 生 組 合

推 進 事 業 281,811,000 281,811,000 79,912,202 201,898,798 28.4
ご み 処 理 施 設 整 備

27,069,000 27,069,000 2,310,181 24,758,819 8.5
ご み 減 量 推 進 事 業

余 熱 利 用 施 設 及 び

848,549,000 848,549,000 327,964,238 520,584,762 38.7
し 尿 処 理 費 し 尿 処 理 事 業

221,216,000 221,216,000 64,639,952 156,576,048 29.2
諸 支 出 金 基 金 費 ごみ処理施設 ご み 処 理 施 設 整 備

112,000 112,000 89,931 22,069 80.3
（ 仮 称 ） 本 多 （仮称）本多静六記念
整 備 基 金 費 基 金 積 立 事 業

静 六 記 念 市民の森 ・ 緑の公園
市 民 の 森 ・ 整 備 基 金 積 立 事 業
緑 の 公 園
整 備 基 金 費

　清掃総務費の主な支出は、久喜宮代衛生組合負担金事業の負担金９７２，０００，０００円、ごみ処理施設整備推進事業の市道菖蒲1919号線整備工事

40,000 47,000 46,781 219 99.5

　保健衛生総務費の支出は、職員給与費の職員手当等３，３５８，７９４円である。

3,444,576,000 3,444,583,000 1,450,367,811 1,994,215,189 42.1
合 計

（仮称）本多静六記念
市民の森・緑の公園



(5) 社会福祉課

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し２人増である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　社会福祉係においては、更生保護に関する事務、民生委員及び児童委員に関する事務、老人クラブに関する事務等を行っている。

　菖蒲福祉係、栗橋福祉係、鷲宮福祉係においては、生活保護法による保護の相談及び受付に関する事務、障がい者に係る諸手当の相談及び受付に関する事務、

款 （Ａ）
使 用 料 及 び 民 生 使 用 料

521,800手 数 料
社 会 福 祉 使 用 料

国 庫 支 出 金

予 算 現 額 収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

521,800

（Ｃ）

0 52.7990,000

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 1

課 長 課 長 補 佐

5

0

41

収 入 未 済 額調 定 額

使 用 料

国 庫 補 助 金 民 生 費 社 会 福 祉 費 補 助 金

科 目
目 （Ｂ）節項

寄 附 金 寄 附 金 特 定 寄 附 金 特 定 寄 附 金

国 庫 補 助 金 10,588,000 0 0 0 0.0

72.9
民 生 費 社 会 福 祉 費 補 助 金
県 補 助 金

県 支 出 金 県 補 助 金

配 当 金 5,000 9,668 9,668 0 193.4
財 産 収 入 財産運用収入 利 子 及 び 利 子 及 び 配 当 金

17,809,000 12,974,227 12,974,227 0

1,520,000 0 0 0 0.0

係 名
栗 橋 福 祉 係

(1) 3 (1)

社 会 福 祉 係 鷲 宮 福 祉 係福 祉 監 査 係

3 (1)3 34

菖 蒲 福 祉 係

(1)(1)

　　　　　　　職　名
　区　分

合 計
菖蒲社会福祉係 栗橋社会福祉係 鷲宮社会福祉係

△ 1 3

4 - -

3

4

0

派 遣 職 員
係 名 会 計 年 度

任 用 職 員

5

0

2

△ 2 △ 1

-

3

(1)

(1)

1

　福祉監査係においては、社会福祉法人の指導監査に関する事務、社会福祉法人の認可等に関する事務等を行っている。

本 年 度 - - 28

前 年 度 2 2 26

比 較 増 減 △ 2 △ 2 2

- 1

(1) 2 (1)

5

介護予防事業に関する事務、要介護認定に係る相談及び受付に関する事務等を行っている。

11
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(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

69,835,000 19.3

当 初 予 算 額
款 項 目

社 会 福 祉 職 員 給 与 費

　歳入予算現額６９，８３５，０００円に対し、収入済額１３，５０５，６９５円で収入率は１９．３％である。

43.3

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

民 生 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

1,500,000総 務 費 649,240
社 会 福 祉 業 務 経 費

パ ー ソ ン 事 業

推 進 事 業

支 援 事 業

0.030,000 30,000 0 30,000
地 域 福 祉 計 画

0

850,760

13,505,695

1,500,000

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
社 会 福 祉 費

13,505,695
合 計

繰 入 金 基 金 繰 入 金

諸 収 入 雑 入
繰 入 金 38,879,000 0 0 0 0.0
福 祉 基 金 福 祉 基 金 繰 入 金

44,000 0 0 0 0.0
雑 入 雑 入

2,086,000 2,086,000 1,785,980 300,020 85.6
社 会 福 祉 協 議 会

久 喜 市 民 生 委 員 及 び
補 助 事 業 120,321,000 120,321,000 120,321,000 0 100.0

児童委員活動補助事業 26,835,000 26,835,000 26,834,960 40 100.0

補 助 事 業 750,000 750,000 750,000 0 100.0
久 喜 市 遺 族 会 活 動

福 祉 オ ン ブ ズ

56,000 56,000 0 56,000 0.0
要 援 護 者 見 守 り

4,075,000 4,075,000 0 4,075,000 0.0
物価高騰対応低所得世帯

0 116,939,049 60,310,920 56,628,129 51.6
物 価 高 騰 対 応 低 所 得 ・
【 繰 越 明 許 費 分 】

【 繰 越 明 許 費 分 】 0 445,560,144 354,469,211 91,090,933 79.6
定 額 減 税 補 足 給 付 金
（ 調 整 給 付 ） 給 付 事 業 0 1,285,851,000 275,125,810 1,010,725,190 21.4

　収入済額は、社会福祉使用料の健康福祉センター使用料５２１，８００円、民生費県補助金の社会福祉費補助金１２，９７４，２２７円、利子及び配当金の福祉基金利子
９，６６８円である。

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

重点支援給付金給付事業

子 育 て 世 帯 重 点 支 援
給 付 金 給 付 事 業



(単位：円・％)

　歳出予算現額２，４２８，３５５，１９３円に対し、支出済額１，０５３，２１１，０５５円で、４３．４％の執行率である。

６９．９％を占めている。
　社会福祉施設費の主な支出は、健康福祉センター管理事業の光熱水費２，７８１，０５１円及び管理業務委託料７，９２０，９７７円であり、支出済額の９１．２％を
占めている。
　高齢者福祉費の主な支出は、敬老事業の記念品１，７２９，２６６円及び祝金８，１３０，０００円であり、支出済額の８０．１％を占めている。
　福祉基金費の支出は、福祉基金積立事業の福祉基金積立金（利子）９，６６８円である。

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ）

施 設 費 17,000 17,000 0 17,000 0.0
社 会 福 祉 職 員 給 与 費

86.9
高齢者福祉費 敬 老 事 業

管 理 事 業 52,163,000 52,163,000 11,733,984 40,429,016 22.5

民 生 費 社 会 福 祉 費 社 会 福 祉

11,383,000 11,383,000 9,890,431 1,492,569

健 康 福 祉 セ ン タ ー

物価高騰対応重点支援
（Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

老 人 ク ラ ブ 活 動

総 務 費 給 付 金 給 付 事 業 0 356,057,000 188,912,351 167,144,649 53.1

補 助 事 業 2,763,000 2,763,000 2,417,500 345,500 87.5
災 害 救 助 費 災 害 救 助 費 災 害 救 助 業 務 経 費

1,000 1,000 0 1,000 0.0
消 防 費 消 防 費 災 害 対 策 費 防 災 訓 練 事 業

32,000 32,000 0 32,000 0.0
防 災 備 蓄 品 整 備 事 業

411,000 411,000 0 411,000 0.0
諸 支 出 金 基 金 費 福 祉 基 金 費 福 祉 基 金 積 立 事 業

【繰越明許費分】の補助金（市単独）３３０，１００，０００円、定額減税補足給付金（調整給付）給付事業の補助金（市単独）２６８，９００，０００円であり、支出済額の

1,525,000 1,525,000 9,668 1,515,332 0.6

　社会福祉総務費の主な支出は、社会福祉協議会補助事業の運営費補助金１２０，３２１，０００円、物価高騰対応低所得・子育て世帯重点支援給付金給付事業

223,948,000 2,428,355,193 1,053,211,055 1,375,144,138 43.4
合 計
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ウ　補助金調書

・補助金の概要

・選定理由
　過去の決算審査等において、監査委員から指摘されたことがある補助金であるため。

・当該補助金に対する監査結果

エ　改善・要望事項
・祝金として商品券を配布する場合は、商品券の有効期限等を記載した通知も同封することを検討してください。

　市からの補助金に余剰金が発生した場合、その余剰分については市に返還されていることを確認した。また、当該補助金については、適正に運用されていると認め

円

円

円

（
主
な
内
訳

）

462,994,569

214,390

23,717,414

事業支出

施設整備

その他活動

91,239,835繰越金額　（A）－（B）

円
（
主
な
内
訳

）

支出金額　（B）円

・補助事業・団体の直近決算概要

578,166,208収入金額　（A)

当初目的の達成度

交付の目的と必要性 民間社会活動の充実により地域住民の社会福祉向上を図る。

補助金名称

円

116,001,260

369,697,606

1,961,160

486,926,373

市からの補助金額

事業活動

その他活動

交付開始年度

交付先団体名

対象事業の内容

られた。

社会福祉法人久喜市社会福祉協議会　補助金

平成22年度

社会福祉法人久喜市社会福祉協議会

社協・生活支援活動強化方針の推進、地域づくりの活動基盤を作る事業、包括的な相談・支援体制の
強化、人材育成の体制づくり、法人の基盤強化等

事業計画に基づき、社会福祉協議会組織体制の充実強化を図りながら、地域福祉の推進を図るた
め、関係諸団体の協力のもと、幅広い事業展開に努めた。

収入金額に対する補助金額の割合 20.1

円

円

円

％

前期末支払資金残高 90,506,182 円



・ ふれあいセンター久喜

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　主な所掌事務は、ふれあいセンター久喜の管理運営に関する事務、戸籍の謄抄本・住民票の写し・印鑑登録証明書及び諸証明書の交付に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額１２９，９６２，０００円に対し、支出済額３６，０８８，５９６円で、２７．８％の執行率である。

前 年 度 1 2 4

本 年 度 1 2 4

　　　　　　　職　名
　区　分

所 長
係 名 会 計 年 度

任 用 職 員
合 計

ふれあ い係

7

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

比 較 増 減 0 0 0 0

7

（Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100
使 用 料 及 び 使 用 料 民 生 使 用 料 社 会 福 祉 使 用 料

款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ）

手 数 料 2,301,000 1,163,914 597,322 566,592 26.0
諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

1,025,656 648,071

428,334 81,479 40.31,063,000 509,813

合 計
30.53,364,000 1,673,727

社 会 福 祉 ふれあいセンター久喜

当 初 予 算 額
予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率

款 項 目

　社会福祉施設費の主な支出は、ふれあいセンター久喜管理事業の光熱水費１０，１３３，８０１円及び管理業務委託料１７，９２５，５７７円であり、支出済額の７７．８％を
占めている。

27.8129,962,000 129,962,000 36,088,596 93,873,404
合 計

施 設 費 管 理 事 業

事 業 名

費２０８，９９７円、ふれあいセンター久喜コピー代１５４，５７７円、公衆電話通話料１，７６０円及び駐車場協力金６３，０００円である。

科 目

　歳入予算現額３，３６４，０００円に対し、収入済額１，０２５，６５６円で収入率は３０．５％である。
　収入済額は、社会福祉使用料のふれあいセンター久喜行政財産使用料５６０，３２２円及びふれあいセンター久喜使用料３７，０００円、雑入のふれあいセンター光熱水

36,088,596 93,873,404 27.8129,962,000 129,962,000

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100
民 生 費 社 会 福 祉 費

15



16

(6) 介護保険課

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し４人減である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況【一般会計】
　「歳　入」

(単位：円・％)
予 算 現 額

　介護管理係においては、介護老人福祉施設等の整備に関する事務、地域密着型サービス事業者及び居宅介護支援事業所の指定に関する事務等を行っている。

　介護認定係においては、要介護認定に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）
国 庫 支 出 金 民 生 費

56,953,050国 庫 負 担 金
社 会 福 祉 費 負 担 金

県 支 出 金

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

18,984,000

（Ｃ）

37,969,050 26.073,032,000

1

0

1

4

△ 3

11

保険料・給付係

項

諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

収 入 未 済 額調 定 額

国 庫 負 担 金

県 負 担 金 民 生 費 社 会 福 祉 費 負 担 金

科 目
目

7

（Ｂ）節

5

4

前 年 度

比 較 増 減 0

県 補 助 金 75,639,000 0 0 0 0.0
民 生 費 社 会 福 祉 費 補 助 金県 補 助 金
県 負 担 金 36,516,000 28,476,525 18,984,000 9,492,525 52.0

1,987,000 997,570 997,490 80 50.2

繰 入 金 会 計 繰 入 金 繰 入 金 1,000 0 0 0 0.0
繰 入 金 特 別 会 計 介護保険特別 介 護 保 険 特 別 会 計

187,175,000 86,427,145 38,965,490 47,461,655 20.8
合 計

係 名

　　　　　　　職　名
　区　分

係 名 会 計 年 度
任 用 職 員

合 計
菖 蒲 高 齢 者 ・介 護保 険係 栗 橋 高 齢 者 ・介 護保 険係 鷲 宮 高 齢 者 ・介 護保 険係

本 年 度 - - - 30 50

(1)

介 護 認 定 係

(1)

介 護 管 理 係

3

5

△ 2

1 3

-

9

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

課 長 補 佐課 長 主 幹

54

比 較 増 減 △ 3 △ 3 △ 3 3 △ 4

　保険料・給付係においては、第1号被保険者の介護保険料の賦課徴収に関する事務、介護サービス等の利用者負担の助成に関する事務等を行っている。

前 年 度 3 (1) 3 (1) 3 (1) 27



　「歳　出」
(単位：円・％)

ウ　予算執行状況【介護保険特別会計】
　「歳　入」

(単位：円・％)

繰 出 事 業

款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ）
予 算 現 額 調 定 額

2,086,575,000 0 2,086,575,000

　歳入予算現額１８７，１７５，０００円に対し、収入済額３８，９６５，４９０円で収入率は２０．８％である。

50.0

（Ａ）-（Ｂ）
民 生 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目 予 算 残 額

0.02,086,575,000

943,560

予 算 現 額

介 護 サ ー ビ ス 利 用 者

款 項 目
高齢者福祉費 高 齢 者 福 祉 業 務 経 費

1,887,000 1,887,000

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
社 会 福 祉 費

支 出 済 額
当 初 予 算 額

112,000 112,000 0 112,000 0.0

　収入済額は、民生費国庫負担金における社会福祉費負担金の低所得者保険料軽減負担金１８，９８４，０００円、民生費県負担金における社会福祉費負担金の低所
得者保険料軽減負担金１８，９８４，０００円、雑入の栗橋翔裕園土地借上料負担金９４３，４４０円及び介護保険課コピー代５４，０５０円である。

943,440
介護保険特別対策事業

保険等事業費 介 護 保 険 特 別 会 計
補 助 事 業 74,822,000 74,822,000 0 74,822,000 0.0
公 的 介 護 施 設 等 整 備

収 入 済 額 収 入 未 済 額

　高齢者福祉費の主な支出は、介護サービス利用者負担助成事業の扶助費２８，３９２，３４７円であり、支出済額の９６．５％を占めている。

2,217,631,000 2,217,631,000 29,435,584 2,188,195,416 1.3
合 計

科 目 収 入 率

保 険 料 235,406,000 256,013,800 102,911,400 153,102,400 43.7
現 年 度 分 普 通 徴 収

現 年 度 分 特 別 徴 収
（Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

保 険 料 介 護 保 険 料 第 １ 号 被 保 険

手 数 料 1,000 0 0 0 0.0
使 用 料 及 び 手 数 料 総 務 手 数 料 総 務 手 数 料

者 保 険 料 保 険 料 2,719,218,000 2,847,990,000 1,403,491,600 1,444,498,400 51.6

督 促 手 数 料 督 促 手 数 料

保 険 料 7,480,000 38,091,000 4,549,800 33,541,200 60.8
滞 納 繰 越 分 普 通 徴 収

1,000 0 0 0 0.0

733,000

負 担 助 成 事 業 53,502,000 53,502,000 28,492,144 25,009,856 53.3

733,000 0 733,000 0.0

　歳出予算現額２，２１７，６３１，０００円に対し、支出済額２９，４３５，５８４円で、１．３％の執行率である。

介護人材確保対策事業

17
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(単位：円・％)

負 担 金 2,057,073,000 2,023,105,981 1,011,552,000 1,011,553,981 49.2
国 庫 支 出 金 国 庫 負 担 金 介 護 給 付 費 現 年 度 分

8,208,000 0 0 0 0.0
国 庫 補 助 金 調 整 交 付 金 現 年 度 分 調 整 交 付 金

臨時特例補助金 特 例 補 助 金 16,000 0 0 0 0.0
介 護 保 険 災 害 介 護 保 険 災 害 臨 時

（介護予防・日常生活

地域支援事業交付金 現 年 度 分

地域支援事業交付金 現 年 度 分
支 援 総 合 事 業 ） 61,377,000 0 0 0 0.0

推 進 交 付 金 推 進 交 付 金 10,000,000 0 0 0

支援総合事業以外の

（介護予防・日常生活

会 計 繰 入 金 235,078,000 0 0 0 0.0

158,663,000 0 0 0 0.0

地 域 支 援 事 業 ） 109,548,000 0 0 0 0.0
保険者機能強化 保 険 者 機 能 強 化

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

県 補 助 金

0.0

支 払 基 金
交 付 金

介護保険保険者
努力支援交付金

介 護 保 険 保 険 者
努 力 支 援 交 付 金 10,000,000 0 0 0 0.0

介 護 給 付 費 現 年 度 分
交 付 金 3,140,132,000 3,582,009,000 1,492,509,000 2,089,500,000 47.5

支 払 基 金
交 付 金

県 支 出 金 県 負 担 金

財 政 安 定 化

低所得者保険料 現 年 度 分
軽 減 繰 入 金 146,064,000 0 0 0 0.0

地域支援事業 現 年 度 分
支 援 交 付 金 82,571,000 82,562,000 34,402,000 48,160,000 41.7

貸 付 金 貸 付 金
基 金 支 出 金 1,000 0 0 0 0.0

介 護 給 付 費 現 年 度 分
負 担 金 1,722,720,000 1,719,571,085 859,784,000 859,787,085 49.9

支 援 総 合 事 業 ） 38,227,000 0 0 0 0.0
地域支援事業交付金 現 年 度 分

地域支援事業交付金 現 年 度 分
（介護予防・日常生活

地 域 支 援 事 業 ） 54,774,000 0 0 0 0.0

（介護予防・日常生活

支援総合事業以外の

配 当 金 100,000 119,036 119,036 0 119.0
財 産 収 入 財産運用収入 利 子 及 び 利 子 及 び 配 当 金

繰 入 金 繰 入 金 1,453,767,000 0 0 0 0.0
繰 入 金 一 般 会 計 介 護 給 付 費 現 年 度 分

そ の 他 一 般 職 員 給 与 費 等 繰 入 金

事 務 費 繰 入 金



(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

19,582,000 19,582,000 4,528,138 15,053,862 23.1

負 担 事 業 36,000 36,000 14,688 21,312 40.8
徴 収 費 賦 課 徴 収 費 賦 課 徴 収 事 業

協 議 会 事 業 360,000 360,000 114,000 246,000 31.7
介護保険災害臨時特例

83,636,000 83,636,000 11,814,158 71,821,842 14.1
介 護 保 険 運 営

4,395,000 4,395,000 1,605,337 2,789,663 36.5
一 般 管 理 業 務 経 費

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

総 務 費 総 務 管 理 費 一 般 管 理 費 職 員 給 与 費

　歳入予算現額１２，６１９，２７５，０００円に対し、収入済額５，１６４，４４３，２２２円で収入率は４０．９％である。
　収入済額の主なものは、介護保険料の現年度分特別徴収保険料１，４０３，４９１，６００円、国庫負担金の介護給付費負担金の現年度分１，０１１，５５２，０００円、介護
給付費交付金の現年度分１，４９２，５０９，０００円、県負担金の介護給付費負担金の現年度分８５９，７８４，０００円であり、収入済額の９２．３％を占めている。

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

繰 入 金 一 般 会 計 地域支援事業繰入金 現 年 度 分

収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

支 援 総 合 事 業 ） 38,227,000 0 0 0 0.0
繰 入 金 （介護予防・日常生活

（介護予防・日常生活

支援総合事業以外の

地域支援事業繰入金 現 年 度 分

準備基金繰入金 基 金 繰 入 金 275,837,000 0 0 0 0.0

地 域 支 援 事 業 ） 54,776,000 0 0 0 0.0
基 金 繰 入 金 介護保険給付費 介 護 保 険 給 付 費 準 備

1,000 255,070,297 255,070,297 0 25,507,029.7
繰 越 金 繰 越 金 繰 越 金 繰 越 金

金 及 び 過 料 者 延 滞 金 1,000 0 0 0 0.0
諸 収 入 延 滞 金 、 加 算 第 １ 号 被 保 険 第１号被保険者延滞金

6,000 49,544 49,544 0 825.7
市 預 金 利 子 市 預 金 利 子 市 預 金 利 子

1,000 0 0 0 0.0
雑 入 第三者納付金 第 三 者 納 付 金

雑 入 雑 入

合 計
12,619,275,000 10,804,592,502 5,164,443,222 5,640,149,280 40.9

1,000 10,759 4,545 6,214 454.5

19



20

(単位：円・％)

等 費 特定入所者介護 特 定 入 所 者 介 護 予 防
予防サービス費 サ ー ビ ス 事 業 80,000 80,000 15,889 64,111 19.9

特 定 入 所 者 特定入所者介護 特 定 入 所 者 介 護
介 護 サ ー ビ ス サ ー ビ ス 費 サ ー ビ ス 事 業 324,827,000 324,827,000 124,299,988 200,527,012 38.3

等 費 高額医療合算介護 高額医療合算介護予防
予 防 サ ー ビ ス 費 サ ー ビ ス 事 業 500,000 500,000 246,468 253,532 49.3

高額医療合算 高 額 医 療 合 算 高 額 医 療 合 算 介 護
介 護 サ ー ビ ス 介護サービス費 サ ー ビ ス 事 業 37,425,000 38,261,000 38,260,345 655 100.0

高額介護予防 高 額 介 護 予 防
サ ー ビ ス 費 サ ー ビ ス 事 業 69,000 69,000 36,209 32,791 52.5

高 額 介 護 高 額 介 護 高額介護サービス事業
サ ー ビ ス 等 費 サ ー ビ ス 費 250,591,000 250,591,000 113,780,781 136,810,219 45.4

そ の 他 諸 費 審 査 支 払 審 査 支 払 手 数 料 事 業
手 数 料 6,834,000 6,834,000 3,023,560 3,810,440 44.2

地域密着型介護予防 地 域 密 着 型 介 護 予 防
サ ー ビ ス 給 付 費 サ ー ビ ス 給 付 事 業 13,820,000 13,820,000 1,265,689 12,554,311 9.2

介護予防サービス 介 護 予 防 サ ー ビ ス
計 画 給 付 費 計 画 給 付 事 業 29,095,000 29,095,000 12,398,586 16,696,414 42.6

介護予防住宅 介護予防住宅改修事業
改 修 費 16,324,000 16,324,000 6,202,778 10,121,222 38.0

諸 費 介護予防福祉 介 護 予 防 福 祉 用 具
用 具 購 入 費 購 入 事 業 2,255,000 2,255,000 923,341 1,331,659 40.9

介 護 予 防 介護予防サービス 介 護 予 防 サ ー ビ ス
サ ー ビ ス 等 給 付 費 給 付 事 業 131,658,000 131,658,000 56,871,831 74,786,169 43.2

地域密着型介護 地 域 密 着 型 介 護
サービス給付費 サ ー ビ ス 給 付 事 業 1,310,183,000 1,309,347,000 469,726,776 839,620,224 35.9

居宅介護サービス 居 宅 介 護 サ ー ビ ス
計 画 給 付 費 計 画 給 付 事 業 603,519,000 603,519,000 247,190,769 356,328,231 41.0

居宅介護住宅 居宅介護住宅改修事業
改 修 費 24,934,000 24,934,000 11,240,836 13,693,164 45.1

居宅介護福祉 居 宅 介 護 福 祉 用 具
用 具 購 入 費 購 入 事 業 21,028,000 21,028,000 7,067,233 13,960,767 33.6

施 設 介 護 施 設 介 護 サ ー ビ ス
サービス給付費 給 付 事 業 4,102,337,000 4,102,337,000 1,786,827,592 2,315,509,408 43.6

保 険 給 付 費 介 護 サ ー ビ ス 居 宅 介 護 居 宅 介 護 サ ー ビ ス
等 諸 費 サービス給付費 給 付 事 業 4,754,637,000 4,754,637,000 1,979,033,944 2,775,603,056 41.6

介 護 認 定 介 護 認 定 調 査 事 業
調 査 等 費 36,322,000 36,322,000 12,949,740 23,372,260 35.7

総 務 費 介 護 認 定 介 護 認 定 介 護 認 定 審 査 会 事 業
審 査 会 費 審 査 会 費 13,703,000 13,703,000 4,734,001 8,968,999 34.5

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100



(単位：円・％)

　歳出予算現額１１，８０５，０２１，０００円に対し、支出済額４，８９８，４０８，８１３円で、４１．５％の執行率である。
　主な支出は、居宅介護サービス給付事業の給付費１，９７９，０３３，９４４円、施設介護サービス給付事業の給付費１，７８６，８２７，５９２円、居宅介護サービス計画給
付事業の給付費２４７，１９０，７６９円、地域密着型介護サービス給付事業の給付費４６９，７２６，７７６円であり、支出済額の９１．５％を占めている。

5,000,000 4,980,000 0 4,980,000 0.0

合 計
11,805,021,000 11,805,021,000 4,898,408,813 6,906,612,187 41.5

1,000 1,000 0 1,000 0.0
予 備 費 予 備 費 予 備 費 予 備 費

還 付 加 算 金 保 険 料 還 付 金 還 付 事 業 4,909,000 4,909,000 4,117,100 791,900 83.9
繰 出 金 他会計繰出金 一 般 会 計 繰 出 事 業

準備基金積立金 基 金 積 立 事 業 101,000 121,000 119,036 1,964 98.4
諸 支 出 金 償 還 金 及 び 第１号被保険者 第１号被保険者保険料

事 業 費 ・ 任 意 事 業 費 6,860,000 6,860,000 0 6,860,000 0.0
基 金 積 立 金 基 金 積 立 金 介護保険給付費 介 護 保 険 給 付 費 準 備

款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）
地 域 支 援 包括的支援事業費 任 意 事 業 費 任 意 事 業

当 初 予 算 額
執 行 率

（B）/（Ａ）×100
予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額科 目

21



22

(7) 地域保健課

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数

　職員の配置状況は上記の表のとおりである。なお、令和６年度に新設された所属所であるため、前年度との比較は行っていない。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、雑入のがん検診本人負担分１，４９０，０００円及びがん検診（国保助成）本人負担分２，７８２，１００円である。

23,826,000

5,023,900

国 庫 負 担 金

合 計

保 健 衛 生 費 負 担 金

予 算 現 額

　保健総務係においては、健康管理システムの運用に関する事務、保健センターの維持管理に関する事務等を行っている。

　予防接種室においては、予防接種に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）

332,300,000

国 庫 支 出 金 衛 生 費

1.3

0

　歳入予算現額３３２，３００，０００円に対し、収入済額４，２７２，１００円で収入率は１．３％である。

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

0

（Ｃ）

751,800

0

収 入 未 済 額

0.0

0.0
国 庫 負 担 金

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

主 幹課 長 主幹兼室長

1 1

保健総務係

項

3

調 定 額科 目
目 （Ｂ）節

9

　地域保健第１係及び地域保健第２係においては、精神保健に関する事務、各種健(検)診に関する事務等を行っている。

課 長 補 佐
係 名

本 年 度 3 3 35

　　　　　　　職　名
　区　分

国 庫 補 助 金 40,000 0 0 0
民 生 費

【 繰 越 明 許 費 分 】 24,651,000 0 0 0 0.0
保 健 衛 生 費 負 担 金

国 庫 補 助 金 4,611,000 0 0 0 0.0
衛 生 費 保 健 衛 生 費 補 助 金

衛 生 費 保 健 衛 生 費 補 助 金県 支 出 金 県 補 助 金

社 会 福 祉 費 補 助 金国 庫 補 助 金

保 健 衛 生 費 補 助 金
【 繰 越 明 許 費 分 】 2,210,000 0 0 0 0.0

751,800 1.6

県 補 助 金 3,942,000 0 0 0 0.0
雑 入 雑 入諸 収 入 雑 入

273,020,000 5,023,900 4,272,100

4,272,100

臨 時 的
任 用 職 員

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

地域保健第１係 地域保健第２係

(1) 6 (1) 5

予防接種室

(1)3 (1)1



　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額１，０９９，９００，０００円に対し、支出済額１８１，７９３，３２６円で、１６．５％の執行率である。

精 神 保 健 事 業
【 繰 越 明 許 費 分 】
ワ ク チ ン 接 種 事 業

保 健 費
健 康づ く り 推 進 事業

2,869,828

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

衛 生 費

当 初 予 算 額

26,861,000 3,436,814 23,424,186

23.5

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

　保健予防費の主な支出は、予防接種事業の麻しん風しん予防接種業務委託料７，２４７，３５９円を含む業務委託料９６，４３４，９７５円であり、支出済額の７９．３％
を占めている。
　母子成人保健費の主な支出は、成人健康診査事業のがん検診業務委託料３４，５７４，７７７円であり、支出済額の７１．９％を占めている。
　保健センター費の主な支出は、健康管理システム運用事業のシステム保守業務委託料２，３３２，５５０円、保健センター管理事業の光熱水費１，７５１，１５８円及び
中央保健センター施設管理業務委託料１，６１９，４６４円を含む委託料３，７６６，４６１円であり、支出済額の７３．２％を占めている。

12.8

497,000 497,000 145,000 352,000 29.2
母 子 成 人 成 人 健 康 診 査 事 業

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス

款 項 目
保 健 衛 生 職 員 給 与 費

3,753,000総 務 費 3,753,000 883,172

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
保 健 衛 生 費

220,000 220,000 219,211 789 99.6
食 生 活 改 善 事 業

314,000 314,000 222,170 91,830 70.8
自 殺 対 策 事 業

444,000 444,000 0 444,000 0.0
感 染 症 対 策 事 業

734,625,000 812,662,000 118,074,808 694,587,192 14.5
保 健 予 防 費 予 防 接 種 事 業

197,948,000 197,948,000 46,659,147 151,288,853 23.6

0

951,000 951,000 5,000 946,000 0.5
成 人 健 康 相 談 事 業

190,000 190,000 0 190,000 0.0
歯 科 健 康 診 査 事 業

6,036,000 6,036,000 1,419,600 4,616,400 23.5
保健センター費 健 康 管 理 シ ス テ ム

運 用 事 業 10,128,000 10,128,000 2,917,475 7,210,525 28.8
保健センター管理事業

36,137,000 36,137,000 7,077,894 29,059,106 19.6
保健センター運営事業

3,759,000 3,759,000 733,035 3,025,965 19.5

占めている。
　保健衛生総務費の主な支出は、職員給与費の職員手当等８８３，１７２円、食生活改善事業の食生活改善事業委託料２１９，２１１円であり、支出済額の８３．２％を

995,002,000 1,099,900,000 181,793,326 918,106,674 16.5
合 計

23
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(8) こども家庭保健課

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりである。なお、令和６年度に新設された所属所であるため、前年度との比較は行っていない。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

手 数 料
児 童 福 祉 手 数 料

国 庫 支 出 金
149,000

234,350
合 計

県 補 助 金 民 生 費 児 童 福 祉 費 補 助 金

諸 収 入 雑 入

28(1)

予 算 現 額

　こども家庭係においては、家庭児童相談室に関する事務、利用者支援事業に関する事務等を行っている。

事務等を行っている。

款 （Ａ）

112,079,000

使 用 料 及 び 民 生 手 数 料

0.1

61,550

　歳入予算現額１１２，０７９，０００円に対し、収入済額１６２，７５０円で収入率は０．１％である。

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

57,750

（Ｃ）

71,600

3,800 38.8

主 幹

1 2

母子保健係

項

係 名
こども家庭係

12 (1)1 3

収 入 未 済 額調 定 額

手 数 料

162,750

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

国 庫 負 担 金 民 生 費 児 童 福 祉 費 負 担 金

科 目
目 （Ｂ）節

9

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

課 長 補 佐参事兼課長

国 庫 負 担 金 2,708,000 0 0 0 0.0

国 庫 補 助 金 68,381,000 0 0 0 0.0
民 生 費 児 童 福 祉 費 補 助 金国 庫 補 助 金

県 負 担 金 1,354,000 0 0 0 0.0
県 支 出 金 県 負 担 金 民 生 費 児 童 福 祉 費 負 担 金

県 補 助 金 39,070,000 0 0 0 0.0

417,000 172,800 105,000 67,800 25.2
雑 入 雑 入

　母子保健係においては、母子健康手帳の交付に関する事務、妊産婦健康診査に関する事務、乳幼児健康診査に関する事務、出産・子育て応援事業に関する

　収入済額は、児童福祉手数料のホームヘルプサービス手数料５７，７５０円及び雑入の子育て世帯訪問支援事業利用料１０５，０００円である。



　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額２９２，５７５，０００円に対し、支出済額８０，１６５，５９８円で、２７．４％の執行率である。

87,315,000

2,706,610
児童福祉総務費 職 員 給 与 費

5,693,000 5,693,000 2,986,390

母 子 健 康 診 査 事 業
87,315,000 33,275,386 54,039,614

52.5

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

　児童福祉施設費の支出は、児童福祉施設入所事業の業務委託料１，７４５，６１３円である。

38.1

款 項 目
執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

こ ど も 家庭支援事業

児童育成支援拠点事業

民 生 費

児 童 福 祉 業 務 経 費

当 初 予 算 額
（Ｂ）事 業 名 （Ａ）

児 童 福 祉 費

20,000 20,000 20,000 0 100.0

43,000 43,000 6,581 36,419 15.3
おもちゃ図書館運営事業

29,845,000 29,845,000 7,248,903 22,596,097 24.3

58,368,000 58,368,000 0 58,368,000 0.0
出産・子育て応援事業

93,999,000 93,999,000 29,986,225 64,012,775 31.9
母 子相談 ・ 教室事業

3,161,000 3,161,000 1,370,000 1,791,000 43.3
母 子 訪 問 指 導 事 業

59,000 59,000 0 59,000 0.0
新 生 児 聴 覚 検 査 費
助 成 事 業 4,217,000 4,217,000 1,220,500 2,996,500 28.9
産 後 ケ ア 事 業

3,132,000 3,132,000 1,819,000 1,313,000 58.1
不妊検査・不育症検査・
不妊治療費助成事業 1,210,000 1,210,000 392,000 818,000 32.4
母 子 愛 育 会
地 域 活 動 事 業 95,000 95,000 95,000 0 100.0

児童福祉施設費 児童福祉施設入所事業

て応援給付金３３，１５０，０００円、母子健康診査事業の妊産婦健康診査業務委託料２３，９１３，２１０円であり、支出済額の８１．５％を占めている。
　児童福祉総務費の主な支出は、こども家庭支援事業の利用者支援業務委託料４，１１９，０００円を含む委託料６，８４２，３６０円、出産・子育て応援事業の出産・子育

292,575,000 292,575,000 80,165,598 212,409,402 27.4
合 計

5,418,000 5,418,000 1,745,613 3,672,387 32.2
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(9) さくら保育園

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し３人増である。
　主な所掌事務は、入所児童の保育に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、雑入の保育所職員等給食費徴収金７９４，３１０円及び３歳以上児給食費徴収金１，３３８，０００円であり、収入済額の８６．６％を占めている。

　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額３０，６５４，０００円に対し、支出済額１０，０１０，５２９円で、３２．７％の執行率である。

負 担 金
項

19,300負 担 金

27

24

3

予 算 現 額

0

調 定 額

30,654,000

4,714,000

（Ａ）

　歳入予算現額５，４４３，０００円に対し、収入済額２，４６３，３２３円で収入率は４５．３％である。

40.8

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

民 生 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

保 育 所 運 営 事 業

合 計

科 目

諸 収 入

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

19,300

（Ｃ）

5,323,000 2,444,023

5,443,000 2,463,323

児 童 福 祉 費 負 担 金
120,000

款 （Ａ）
分 担 金 及 び 民生費負担金

20,643,471

0 16.1

1,925,330

収 入 未 済 額

（Ｂ）

10,010,529

2,788,670

32.7

2,444,023 0 45.9

2,463,323 0 45.3

款 項 目
児 童 福 祉 保 育 所 管 理 事 業

4,714,000施 設 費

事 業 名
児 童 福 祉 費

当 初 予 算 額

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

雑 入 雑 入 雑 入

科 目
目

1

（Ｂ）節

12

8

4

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減

園 長 副 園 長

1

0 0

1

0

1 6

6

6

7

△ 1

11

を占めている。
　主な支出は、保育所運営事業の賄材料費２，９８３，８４９円を含む需用費３，４１１，０７３円及び保育所調理業務委託料４，０１７，２００円であり、支出済額の７４．２％

保 育 士
臨 時 的

任 用 職 員

25,940,000 25,940,000 8,085,199 17,854,801 31.2

30,654,000
合 計

主 任



(10) ひまわり保育園

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し１人減である。
　主な所掌事務は、入所児童の保育に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、雑入の保育所職員等給食費徴収金１，０１０，４６０円及び３歳以上児給食費徴収金１，２７０，０００円であり、収入済額の８４．７％を占めてい
る。

　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額１９，５１９，０００円に対し、支出済額７，０５４，３６８円で、３６．１％の執行率である。
　主な支出は、保育所管理事業の光熱水費１，９０７，１７５円を含む需用費２，００６，１７５円、保育所運営事業の賄材料費３，１３７，８３８円を含む需用費

36.8

19,519,000
合 計

款

12,464,632

8,169,000

（Ａ）

35.3

目
児 童 福 祉 保 育 所 管 理 事 業

8,169,000施 設 費

事 業 名

8,308,000

　歳入予算現額８，３０８，０００円に対し、収入済額２，６９２，３６０円で収入率は３２．４％である。

支 出 済 額

保 育 士園 長 主 任

12

0 0

1

0

1 3

3

5

8

△ 3

91

調 理 員 兼
業 務 員

臨 時 的
任 用 職 員

3

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

雑 入 雑 入 雑 入

科 目
目

1

（Ｂ）節

15

16

△ 1

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減

款
分 担 金 及 び

37

38

△ 1

（Ａ）
民生費負担金

合 計

予 算 現 額 調 定 額

負 担 金
項

2,300負 担 金

2,699,760

2,697,4608,296,000

収 入 未 済 額

（Ｂ）

7,054,368

5,286,825

36.1

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

1,900

（Ｃ）

2,692,360 7,400

4,172,193 7,177,807

2,690,460 7,000
諸 収 入

保 育 所 運 営 事 業

予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

民 生 費

科 目

児 童 福 祉 費
2,882,175

11,350,000 11,350,000

当 初 予 算 額
項

19,519,000

12,000

32.4

児 童 福 祉 費 負 担 金

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

400 15.8

32.4

27
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ウ　改善・要望事項
・３歳以上児給食費徴収金の集金方法について、口座振替を検討してください。

３，８９９，７４６円であり、支出済額の８３．７％を占めている。



(11) 道路維持課

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりである。なお、令和６年度に新設された所属所であるため、前年度との比較は行っていない。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、雑入の自動車損害共済災害共済金１１，１６５円である。

　「歳　出」
(単位：円・％)

係 名
維 持 係

土木作業員

(1)

76,494,000 76,494,000 0 76,494,000

街 路 樹 管 理 事 業

0.0

162,977,000 162,977,000 40,206,738 122,770,262 24.7

107,183,000 107,183,000 12,684,289 94,498,711 11.8
道 路 維 持 費 道 路 維 持 管 理 事 業

628,000 628,000 235,912 392,088 37.6
道路橋りょう業務経費

総 務 費 2,149,000 2,149,000 2,000,960 148,040 93.1

収 入 未 済 額調 定 額

雑 入

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）

43,481,000 5,658,400

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

科 目
目 （Ｂ）節

8

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

課 長 課 長 補 佐

2 5

項

24(1)

予 算 現 額

　維持係においては、道路等の維持管理及び補修に関する事務、交通安全施設に関する事務等を行っている。
　道路レスキュー係においては、道路パトロールに関する事務、道路レスキューに関する事務等を行っている。

道路レスキュー係

71 1

道 路 補 修 事 業

款 項 目
交 通 対 策 費 交通安全施設管理事業

43,481,000
総 務 管 理 費

土 木 費 道路橋りょう費 道路橋 り ょ う 職 員 給 与 費

当 初 予 算 額
科 目

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

11,165

（Ｃ）

0

0 74.4

11,165

　歳入予算現額１５，０００円に対し、収入済額１１，１６５円で収入率は７４．４％である。

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

26.647,493,000

37,822,600

47,493,000 12,644,875 34,848,125

13.0
総 務 費

道 路 ス ト ッ ク 舗 装

款 （Ａ）

15,000

諸 収 入 雑 入

74.4

11,165
雑 入

11,165
合 計

15,000

修 繕 事 業

29
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(単位：円・％)

　歳出予算現額５０３，０３１，０００円に対し、支出済額１０１，７３２，３４５円で、２０．２％の執行率である。

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

　交通対策費の支出は、交通安全施設管理事業の交通安全施設整備工事７６７，８００円及び交通安全施設補修工事４，８９０，６００円である。

503,031,000 503,031,000 101,732,345 401,298,655 20.2
合 計

　道路橋りょう総務費の支出は、職員給与費の職員手当等２，０００，９６０円及び道路橋りょう業務経費の消耗品費１７０，３６４円を含む需用費２３５，９１２円である。

60,290,000 60,290,000 27,255,496 33,034,504 45.2維 持 管 理 事 業

2,336,000 2,336,000 1,045,675 1,290,325 44.8
道 路 照 明 灯

土 木 費 道路橋りょう費 道 路 維 持 費 道路レ スキ ュー事業

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

　道路維持費の主な支出は、道路補修事業の補修工事４０，２０６，７３８円、街路樹管理事業の管理業務委託料１２，６４４，８７５円、道路照明灯維持管理事業の
光熱水費１１，５６７，５６６円及びＬＥＤ化業務委託１５，６８７，９３０円であり、支出済額の８５．４％を占めている。



(12) 治水河川課

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりである。なお、令和６年度に新設された所属所であるため、前年度との比較は行っていない。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、都市計画使用料の電柱等占用料６，４７０円である。

　「歳　出」
(単位：円・％)

(1)

32,410,000 32,093,000 10,677,700 21,415,300 33.3

14,048,000 14,365,000 1,560,000 12,805,000 10.9

改 良 費 64,909,000 64,909,000 11,075,900 53,833,100 17.1
河 川 維 持 河 川 維 持 管 理 事 業

813,000 813,000 645,752 167,248 79.4

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
当 初 予 算 額

7

予 算 現 額

　計画・維持係においては、治水に関する事務、河川及び水路の維持管理及び補修に関する事務等を行っている。
　工務係においては、河川、水路等改良工事に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）
分 担 金 及 び 土木費負担金

科 目

負 担 金

6,000 6,470 6,470 0 107.8

合 計

款 項 目

係 名
計画・維持係

1 3

調 定 額

負 担 金

事 業 収 入 受 託 事 業 収 入 150,000 0
土 木 費 受 託 都 市 計 画 費諸 収 入 受託事業収入

合 計

使 用 料 土 木 使 用 料 都 市 計 画 使 用 料

科 目
目 （Ｂ）節

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

課 長 補 佐課 長

1 2

工 務 係

項

河 川 補 修 事 業

河 川 総 務 費
977,000 977,000 97,624

河 川 業 務 経 費

河 川 費

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

0

（Ｃ）

0

0 0.0

0.76,470

収 入 未 済 額

0 0 0.0

879,376

767,000

6,470923,000

0

　歳入予算現額９２３，０００円に対し、収入済額６，４７０円で収入率は０．７％である。

10.0

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

土 木 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

土 木 管 理 費 負 担 金

使 用 料 及 び

職 員 給 与 費

河 川 改 良 事 業

手 数 料

31
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(単位：円・％)

　歳出予算現額１２５，３６４，０００円に対し、支出済額２５，７９７，０２０円で、２０．６％の執行率である。

12,207,000

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
（B）/（Ａ）×100

及び交付金２１５，５００円であり、支出済額の８２．７％を占めている。

款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

　河川維持改良費の主な支出は、河川維持管理事業の除草業務委託料５，６６３，９００円を含む委託料９，７７７，９００円、河川補修事業の補修工事１０，５７８，７００円
であり、支出済額の８７．３％を占めている。
　下水道費の主な支出は、雨水排水施設管理事業の光熱水費６８１，１８９円及び管理業務委託料９２４，０００円であり、支出済額の９２．２％を占めている。

12,207,000 14.31,740,044 10,466,956

　河川総務費の主な支出は、河川業務経費の賠償責任保険料３９９，０００円及び五県連合利根川上流改修促進期成同盟会負担金７７，５００円を含む負担金、補助

125,364,000 125,364,000 25,797,020 99,566,980 20.6
合 計

管 理 事 業
土 木 費 都 市 計 画 費 下 水 道 費 雨 水 排 水 施 設



(13) 都市整備課

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し４人減である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、都市計画使用料の行政財産使用料２５９，６６２円及び駅前広場使用料１，０６９，７８９円、雑入の駅前広場太陽光発電電気料７，３９２円である。
　歳入予算現額４，９１９，０００円に対し、収入済額１，３３６，８４３円で収入率は２７．２％である。

分 担 金 及 び 土木費負担金

27.2

0

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

0

（Ｃ）

1,056

負 担 金
都 市 計 画 費 負 担 金

使 用 料 及 び
25,000

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減

都 市 計 画 使 用 料

科 目
目 （Ｂ）節

1

手 数 料

1

予 算 現 額

　都市施設整備係においては、都市施設の整備及び管理に関する事務等を行っている。
　駅周辺再開発推進室においては、駅周辺の市街地再開発に関する事務等を行っている。

款

1,336,843

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

使 用 料 土 木 使 用 料

（Ａ）

4,919,000 1,337,899
合 計

1,388,000 1,329,451 1,329,451 0 95.8

住 宅 係

項
調 定 額

負 担 金
0 0.0

収 入 未 済 額

(1)

(1)

国 庫 補 助 金 3,200,000 0 0 0 0.0
土 木 費 都 市 計 画 費 補 助 金国 庫 支 出 金 国 庫 補 助 金

306,000 8,448 7,392 1,056 2.4
諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

　　　　　　　職　名
　区　分

主 幹 兼 係 長

0

1

△ 1

(1)

駅周辺再開発
推 進 室

1

-

1

派 遣 職 員

2

4 2

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 1

課 長 補 佐課 長 主 幹 兼 室 長

1

1

2

△ 1

係 名
都市施設整備係

△ 2

-

△ 20

1

1

0

-1

12

△ 4

1

(1)

0

8
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　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額５００，０８９，１００円に対し、支出済額５１，６２８，５７８円で、１０．３％の執行率である。

久 喜 駅 周 辺 ま ち づ く り
ま ち づ く り 推 進 事 業

4,075,000

土 木 費 都 市 計 画 職 員 給 与 費
2,121,000

都 市 計 画 業 務 経 費

当 初 予 算 額
目

2,992,000

1,434,136

2,992,000 0 2,992,000

32.4

123,000 123,000 45,667 77,333 37.1

予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

執 行 率
款 項

　市街地管理費の主な支出は、駅前広場管理事業の設計業務委託料６，５００，０００円を含む委託料１２，２５１，２４４円、東鷲宮駅周辺整備事業【繰越明許費分】の
整備工事２７，３１８，６００円であり、支出済額の７８．９％を占めている。

0.0

久 喜 駅 周 辺 ま ち づ く り

（B）/（Ａ）×100

686,864総 務 費 2,121,000

支 出 済 額
（Ｂ）事 業 名 （Ａ）

都 市 計 画 費

科 目

液 状 化 対 策 管 理 事 業

バスターミナル管理事業
4,075,000 369,662 3,705,338 9.1

760,000 760,000 278,233 481,767 36.6

推 進 事 業 14,022,000 14,022,000 102,870 13,919,130 0.7
栗 橋 駅 東 口 周 辺

0 7,018,000 0 7,018,000 0.0推進事業【事故繰越し分】

67,632,000 67,632,000 16,448,776 51,183,224 24.3
市街地管理費 駅 前 広 場 管 理 事 業

栗 橋 駅 自 由 通 路
12,639,000 12,639,000 3,114,001 9,524,999 24.6

久喜駅前西口第1種市街地

管 理 事 業

再 開 発 事 業 利 子 補 給 事 業 154,000 154,000 0 154,000 0.0
東鷲宮駅周辺整備事業

18,203,000 18,203,000 0 18,203,000 0.0
駅 前 広 場 等 照 明 灯
維 持 管 理 事 業 3,399,000 3,399,000 1,415,905 1,983,095 41.7
駅 前 広 場 管 理 事 業
【 繰 越 明 許 費 分 】 0 2,531,100 1,848,000 683,100 73.0
東鷲宮駅周辺整備事業
【 繰 越 明 許 費 分 】 0 364,420,000 27,318,600 337,101,400 7.5

料２１３，１６２円であり、支出済額の８５．６％を占めている。
　都市計画総務費の主な支出は、職員給与費の職員手当等６８６，８６４円、液状化対策管理事業の光熱水費３６９，６６２円、バスターミナル管理事業の清掃業務委託

126,120,000 500,089,100 51,628,578 448,460,522 10.3
合 計



(14) 水道事業（上下水道経営課、水道施設課）

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し１人減である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

事務に関する事務等を行っている。
　上下水道経営課料金係においては、水道料金の調定・徴収に関する事務等を行っている。
　水道施設課浄水係においては、浄水場及び水道施設の維持管理に関する事務等を行っている。
　水道施設課工務係においては、水道施設の企画・設計及び工事施工に関する事務等を行っている。
　水道施設課維持係においては、導配水管及び導配水管に附属する施設の維持管理に関する事務等を行っている。
　水道施設課給水係においては、給水装置工事の設計審査及び工事検査に関する事務、量水器の点検・管理に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況（収益的収入及び支出）
　「収　入」

(単位：円(税込)・％)

※執行済額は調定額のため、未収金も含まれる。

△ 1

4 (1)

5

△ 1

172,821

2,015,284,172 2,045,516,833 48.6 98.5

1,861,701,470 1,899,884,754 50.4

33.6

8,641.1

98.0

105.3

16,365.6

　上下水道経営課水道経営係においては、水道事業の予算及び決算に関する事務、人事・給与に関する事務、資産の管理に関する事務、水道事業の出納その他会計

予 算 現 額
（Ａ）

執 行 済 額
（Ｂ）

4,149,345,000

3,692,492,000

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

科 目
前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

153,409,881 145,631,023
営 業 外 収 益

特 別 利 益

456,851,000

2,000

　予算現額４，１４９，３４５，０００円に対し、執行済額２，０１５，２８４，１７２円で執行率は４８．６％である。

1,056

臨 時 的
任 用 職 員

0

1

△ 1

　　　　職 名
区 分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減

部 長

1

1

0

課 長

2

2

0

課 長 補 佐

3

1

2

課 ・ 係 名
上 下 水 道 経 営 課 水 道 施 設 課

水道経営係 料 金 係 浄 水 係 工 務 係 維 持 係 給 水 係

5 2 (1) 5

5 2

0 0

2 (1)

3

会 計 年 度
任 用 職 員

1

1

0

合 計

29

30

△ 1

(1) 5 4

4

0 0
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　「支　出」
(単位：円(税込)・％)

※執行済額には、未払金も含まれる。
※営業費用のうち減価償却費及び営業外収益のうち長期前受金戻入については執行していないが、当年度発生予定額の１／２を執行済額へ加算している。

ウ　予算執行状況（資本的収入及び支出）
　「収　入」

(単位：円(税込)・％)

※執行済額は調定額のため、未収金も含まれる。

　「支　出」
(単位：円(税込)・％)

※執行済額には、未払金も含まれる。

企 業 債 償 還 金
162,153,000 80,674,696 103,294,495 49.8 78.1

建 設 改 良 費
2,648,987,000 474,369,359 159,035,608 17.9 298.3

資 本 的 支 出
2,811,140,000 555,044,055 262,330,103 19.7 211.6

　予算現額２１７，６５０，０００円に対し、執行済額５９，９３９円で執行率は０．０％である。

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

固 定 資 産 売 却 代 金
1,000 59,939 0 5,993.9 -

負 担 金
217,649,000 0 0 0.0 -

資 本 的 収 入
217,650,000 59,939 0 0.0 -

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

水 道 事 業 費 用
3,603,607,000 1,541,867,711 1,541,805,620 42.8 100.0

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

30,000,000 0

81.8

　予算現額３，６０３，６０７，０００円に対し、執行済額１，５４１，８６７，７１１円で執行率は４２．８％である。

営 業 費 用
3,550,530,000 1,530,125,836 1,527,696,021 43.1 100.2

特 別 損 失

予 備 費
0 0.0 -

1,628,000 617,441 512,765 37.9 120.4

営 業 外 費 用
21,449,000 11,124,434 13,596,834 51.9



　予算現額２，８１１，１４０，０００円に対し、執行済額５５５，０４４，０５５円で執行率は１９．７％である。
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(15) 下水道事業（上下水道経営課、下水道施設課）

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

（経営戦略）に関する事務等を行っている。
　上下水道経営課料金係においては、下水道事業受益者負担金及び農業集落排水処理事業受益者分担金の賦課及び徴収に関する事務等を行っている。
　下水道施設課工務係においては、下水道に係る工事の施工及び監督に関する事務等を行っている。
　下水道施設課維持係においては、下水道の維持管理に関する事務、農業集落排水処理場の維持管理に関する事務等を行っている。
　下水道施設課排水係においては、排水設備工事の審査及び承認等に関する事務、水洗便所改造資金貸付に関する事務等を行っている。

イ　予算執行状況（収益的収入及び支出）
　「収　入」

(単位：円(税込)・％)

※執行済額は調定額のため、未収金も含まれる。

課 長

1

1

0

1,000 0 0 0.0 -

営 業 収 益
156,642,000 78,494,647 78,505,922 50.1 100.0

営 業 外 収 益
456,406,000 340,729,622 359,430,981 74.7 94.8

特 別 利 益

合 計

農 業 集 落 排 水 事 業 収 益
613,049,000 419,224,269 437,936,903 68.4 95.7

科 目
前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

4

3 (1)

1

1

00

下水道経営係 料 金 係 排 水 係

0

副 部 長 課 長 補 佐

2

2

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

会 計 年 度
任 用 職 員

工 務 係 維 持 係

1 20

20

0

1

01 0

前 年 度

比 較 増 減

1

0

1

予 算 現 額
（Ａ）

執 行 済 額
（Ｂ）

　上下水道経営課下水道経営係においては、公共下水道事業及び農業集落排水事業の予算及び決算に関する事務、出納に関する事務、下水道事業中期経営計画

0

(1)4

(1)4 3 (1)

4

△ 1

公 共 下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

2,113,630,000

1,000 0

2,405,904,222 2,568,826,5373,848,658,000

1,735,027,000

1,386,403,898 1,480,178,116

62.5 93.7

1,019,500,324 1,088,648,421 58.8

65.6

0.0

93.6

93.7

-

課 ・ 係 名
上 下 水 道 経 営 課 下 水 道 施 設 課

3

3



　「支　出」
(単位：円(税込)・％)

※執行済額には、未払金も含まれる。
※営業費用のうち減価償却費及び営業外収益のうち長期前受金戻入については執行していないが、当年度発生予定額の１／２を執行済額へ加算している。

　農業集落排水事業収益については、予算現額６１３，０４９，０００円に対し、執行済額４１９，２２４，２６９円で執行率は６８．４％である。

　農業集落排水事業費用については、予算現額６３０，６５１，０００円に対し、執行済額２４６，９５６，８０５円で執行率は３９．２％である。

予 備 費
5,000,000 0 0 0.0 -

50,000 0 0 0.0 -

営 業 費 用
571,027,000 225,473,271 217,338,762 39.5 103.7

営 業 外 費 用
54,574,000 21,483,534 23,738,670 39.4 90.5

特 別 損 失

農 業 集 落 排 水 事 業 費 用
630,651,000 246,956,805 241,077,432 39.2 102.4

　公共下水道事業収益については、予算現額３，８４８，６５８，０００円に対し、執行済額２，４０５，９０４，２２２円で執行率は６２．５％である。

0 0.0 -

1,000,000 82,588 364,672 8.3 22.6

営 業 外 費 用
183,873,000 87,182,515 94,109,066 47.4 92.6

　公共下水道事業費用については、予算現額３，７３６，５３４，０００円に対し、執行済額１，４１６，１１６，５４２円で執行率は３７．９％である。

営 業 費 用
3,546,661,000 1,328,851,439 1,335,386,731 37.5 99.5

特 別 損 失

予 備 費
5,000,000 0

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

公 共 下 水 道 事 業 費 用
3,736,534,000 1,416,116,542 1,429,860,469 37.9 99.0
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ウ　予算執行状況（資本的収入及び支出）
　「収　入」

(単位：円(税込)・％)

※執行済額は調定額のため、未収金も含まれる。

　農業集落排水事業資本的収入について、予算現額４３５，４１０，０００円に対し、執行済額７９，８６７，０００円で執行率１８．３％である。

100.0

　公共下水道事業資本的収入について、予算現額３，５０４，６４６，０００円に対し、執行済額４１５，９７３，７５０円で執行率１１．９％である。

貸 付 金 償 還 金
120,000 60,000 60,000 50.0

負 担 金 等
3,199,000 1,348,000 2,542,000 42.1 53.0

国 庫 補 助 金
33,000,000 0 0 0.0 -

121,488,000 76,936,000 92,724,000 63.3 83.0

276,000,000 0 0 0.0 -

他 会 計 補 助 金

農 業 集 落 排 水 事 業 資 本 的 収 入
435,410,000 79,867,000 96,841,000 18.3 82.5

他 会 計 負 担 金
1,603,000 1,523,000 1,515,000 95.0 100.5

企 業 債

90.7

負 担 金 等
49,496,000 42,343,750 42,158,270 85.5 100.4

1,610,000 880,000 970,000 54.7

314,733,000 63.0 83.6

国 庫 補 助 金
279,800,000 0 0 0.0 -

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

公 共 下 水 道 事 業 資 本 的 収 入
3,504,646,000 415,973,750 406,996,270 11.9 102.2

66,800,000 0 2.5 -

貸 付 金 償 還 金

他 会 計 負 担 金
51,436,000 42,764,000 49,135,000 83.1 87.0

他 会 計 補 助 金
418,004,000 263,186,000

企 業 債
2,704,300,000



　「支　出」
(単位：円(税込)・％)

※執行済額には、未払金も含まれる。

　公共下水道事業資本的支出については、予算現額４，４２６，４１４，５００円に対し、執行済額１，４０３，９０８，７６０円で執行率は３１．７％である。
　農業集落排水事業資本的支出については、予算現額５５８，４９５，０００円に対し、執行済額１９２，５９９，９７９円で執行率は３４．５％である。

185,447,387 41.8 103.6

貸 付 金
0.0 -

農 業 集 落 排 水 事 業 資 本 的 支 出
558,495,000 192,599,979 254,593,387 34.5 75.7

建 設 改 良 費
97,838,000 418,000 69,146,000

1,000,000 0 0

0.4 0.6

企 業 債 償 還 金
459,657,000 192,181,979

企 業 債 償 還 金

貸 付 金

1,773,892,000 747,835,254 796,404,325 42.2 93.9

3,000,000

科 目
予 算 現 額 執 行 済 額 前年同期執行済額 執 行 率 執行済額前年同期比

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （B）/（Ａ）×100 （B）/（Ｃ）×100

建 設 改 良 費
2,649,522,500 655,723,506 209,307,961 24.7 313.3

350,000 790,000 11.7 44.3

公 共 下 水 道 事 業 資 本 的 支 出
4,426,414,500 1,403,908,760 1,006,502,286 31.7 139.5
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(16) 議会総務課

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、雑入のタブレット通信費議員負担金４５３，７５０円である。

　「歳　出」
(単位：円・％)

14,493,000 14,493,000 6,746,795 7,746,205 46.6
議 会 会 議 録 調 製 事 業

8,446,000 8,446,000 3,186,240 5,259,760 37.7

231,363,000 231,363,000 118,296,366 113,066,634 51.1
議 会 運 営 事 業

12,120,000 12,120,000 2,907,246 9,212,754 24.0

22.6
議 会 費 職 員 給 与 費議 会 費

議 会 業 務 経 費

調 定 額

雑 入

453,750

合 計

科 目
目

議 会 費

係 名
庶務・調 査係

0

2

0

(1)1 2

2 2

（Ｂ）節

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

△ 1

課 長 補 佐参 事 兼 課 長 課 長

0

1

2

2

0

10

議 事 係

項

7

7

0

(1)

48.1

合 計

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

453,750

（Ｃ）

0

0

収 入 未 済 額

前 年 度

比 較 増 減

当 初 予 算 額
予 算 残 額

款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

1,451,000 1,451,000 327,262 1,123,738

943,000

453,750

予 算 現 額 支 出 済 額

　歳入予算現額９４３，０００円に対し、収入済額４５３，７５０円で収入率は４８．１％である。

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

議 会 広 報 発 行 事 業

(1)

(1)

予 算 現 額

　庶務・調査係においては、議員の議員報酬・費用弁償等に関する事務、政務活動費に関する事務、議員の研修に関する事務、議会広報に関する事務等を行っている。
　議事係においては、議会の会議、委員会及び協議会に関する事務、請願及び陳情に関する事務、会議録に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）

943,000

諸 収 入 雑 入

48.1

453,750
雑 入



(単位：円・％)

　歳出予算現額２８８，３０８，０００円に対し、支出済額１３７，３５０，００９円で、４７．６％の執行率である。

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

　主な支出は、議会運営事業の報酬（議長、副議長、委員長及び議員）６２，５０９，８９４円、議員期末手当２８，１２８，６００円、議員共済会負担金２５，５７８，３００円で

288,308,000 288,308,000 137,350,009 150,957,991 47.6
合 計

あり、支出済額の８４．６％を占めている。

8,029,000 8,029,000 883,850 7,145,150 11.0

12,406,000 12,406,000 5,002,250 7,403,750 40.3
議場映像インターネット

議 会 費 議 会 費 議 会 費 議 会 調 査 研 究 事 業

配 信 事 業
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(17) 教育総務課

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

注：（　）は、兼務職員で外数
　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と比較し４０人増である。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

　中央幼稚園及び栗橋幼稚園においては、各園の管理及び運営に関する事務等を行っている。

比 較 増 減 1 1 2 2 1 1 8

0

1

△ 1

8

前 年 度 - - - - - - -

本 年 度 1 1 2 2 1 1

　　　　　　　職　名
　区　分

栗 橋 幼 稚 園
園 長 副 園 長 主 任 教 諭 業 務 員 臨時的任用職員 会計年度任用職員

係 名

園 長 副 園 長 主 任 臨時的任用職員

中 央 幼 稚 園
会計年度任用職員

2 1 2

総 務 係

6

-

△ 5

1

比 較 増 減 1 1 5 2 1 2

施 設 管 理 係

12

-

12

前 年 度 - - - - - -

本 年 度 1 1 5

　　　　　　　職　名
　区　分 教 諭 業 務 員

4

4

0

01

53

13

40

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

5

1

2

△ 1

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 1

課 長 補 佐課 長 指 導 主 事

1

0

学 事 保 健 係

6

- (1)

　総務係においては、教育委員会会議に関する事務、事務局及び学校その他の教育機関の職員(県費負担教職員を除く)の人事に関する事務等を行っている。
　学事保健係においては、通学区域に関する事務、児童生徒の就学に関する事務、特別支援教育就学奨励費補助に関する事務等を行っている。



イ　予算執行状況　　※中央幼稚園及び栗橋幼稚園を除く
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額の主なものは、教育総務費貸付金元利収入の入学準備金・奨学金貸付金元金収入２，８５９，０００円、雑入の小学校駐車場協力金２，１５０，７００円及び日
本スポーツ振興センター災害共済給付金２，６４９，８２１円で、収入済額の９１．６％を占めている。

　「歳　出」
(単位：円・％)

450,000 450,000 0 450,000 0.0審 議 会 運 営 事 業

小・中学校就学事務事業
貸 付 事 業 8,880,000 8,880,000 900,000 7,980,000 10.1
入 学 準 備 金 ・ 奨 学 金

1,112,000 1,112,000 474,864 637,136 42.7
事 務 局 業 務 経 費
給 与 費 4,772,000 4,772,000 2,934,813 1,837,187 61.5
会 計 年 度 任 用 職 員

1,866,000 1,866,000 1,727,040 138,960 92.6

13,061,000 5,655,896 5,493,256 162,640 42.1
雑 入 雑 入雑 入

元 利 収 入 元 利 収 入 元 利 収 入 5,909,000 10,591,200 2,859,000 7,732,200 48.4
教育費貸付金 教 育 総 務 費 貸 付 金
基 金 繰 入 金 8,880,000 0 0 0 0.0

配 当 金 6,000 7,768 7,768 0 129.5
財 産 収 入 財産運用収入 利 子 及 び 利 子 及 び 配 当 金

収 入 未 済 額調 定 額

負 担 金

（Ｂ）事 業 名 （Ａ）
教 育 総 務 費

8,360,024

国 庫 補 助 金 4,274,000 0 0 0
国 庫 補 助 金 教 育 費 小 学 校 費 補 助 金

科 目
目 （Ｂ）節

教育委員会費 教 育 委 員 会 運 営 事 業
3,593,000

当 初 予 算 額

項

合 計

繰 入 金 基 金 繰 入 金 育 英 資 金 育 英 資 金 基 金 繰 入 金

諸 収 入 貸 付 金

3,593,000 1,655,214
事 務 局 費 職 員 給 与 費

456,127
市立小・中学校学区等

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

0

（Ｃ）

7,894,840

0 0.0

30.81,483,000

1,937,786

4,739,000

16,254,864

1,483,000 1,026,873

予 算 現 額
款 （Ａ）

39,963,000

分 担 金 及 び 教育費負担金

20.9

0

　歳入予算現額３９，９６３，０００円に対し、収入済額８，３６０，０２４円で収入率は２０．９％である。

46.1

支 出 済 額 予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

教 育 費

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

科 目

負 担 金
保 健 体 育 費 負 担 金

国 庫 支 出 金

款 項 目

0.0

3,094,000 0 0 0 0.0
中 学 校 費 補 助 金
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(単位：円・％)

　歳出予算現額２６５，１５５，０００円に対し、支出済額６８，９１０，８４３円で、２６．０％の執行率である。

1,113,000 1,113,000 342,410 770,590 30.8

5,907,232 0.1
諸 支 出 金 基 金 費 育 英 資 金 育英資金基金積立事業

教 育 費 教 育 総 務 費 教 育 指 導 費 特 別 支 援 教 育 事 業

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ） （B）/（Ａ）×100

　教育委員会費の主な支出は、教育委員会運営事業の委員等報酬１，３３１，９９９円であり、支出済額の８０．５％を占めている。

265,233,000 265,155,000 68,910,843 196,244,157 26.0
合 計

　事務局費の主な支出は、職員給与費の職員手当等１，７２７，０４０円、会計年度任用職員給与費の公立学校共済組合負担金２，９３０，４４５円であり、支出済額の

基 金 費 5,915,000 5,915,000 7,768

5,087,000 5,087,000 993,573 4,093,427 19.5

給 与 費 10,800,000 10,327,000 4,021,549 6,305,451 38.9

学 校 環 境 衛 生 事 業

就 学 奨 励 事 業 4,313,000 4,313,000 3,050 4,309,950 0.1
幼 稚 園 費 幼 稚 園 費

中 学 校 特 別 支 援 教 育

4,927,000 4,927,000 0 4,927,000 0.0
中 学 校 教 材 整 備 事 業
助 成 事 業 559,000 559,000 0 559,000 0.0

中 学 校 費 教 育 振 興 費 中 学 校 卒 業 記 念 品
就 学 奨 励 事 業 7,332,000 7,332,000 9,150 7,322,850 0.1
小 学 校 特 別 支 援 教 育
就 学 援 助 事 業 40,751,000 40,751,000 10,118,775 30,632,225 24.8
小学校要・準要保護児童

6,875,000 6,875,000 410,850 6,464,150 6.0
小 学 校 教 材 整 備 事 業
助 成 事 業 542,000 542,000 0 542,000 0.0

教 育 振 興 費 小 学 校 卒 業 記 念 品小 学 校 費
負 担 金 事 業 91,000 91,000 77,500 13,500 85.2
教 育 研 究 協 議 会 等

36,793,000 36,793,000 10,256,719 26,536,281 27.9
児 童 生 徒 安 全 事 業

11,419,599 8,109,40119,529,000 19,529,000
災 害 共 済 給 付 事 業

58.5

総 務 費 491,000 886,000 885,398 602 99.9

就 学 援 助 事 業 51,549,000 51,549,000 11,572,473 39,976,527 22.4

保 健 体 育 職 員 給 与 費

会 計 年 度 任 用 職 員

中学校要・準要保護生徒

22.9
児 童 生 徒 健 康 診 断 ・

７１．７％を占めている。
　教育指導費の主な支出は、児童生徒安全事業の業務委託料８，９４７，４５５円であり支出済額の８３．８％を占めている。

健 康 管 理 事 業 46,410,000 46,410,000 10,643,971 35,766,029

保 健 体 育 費



ウ　改善・要望事項
・教材の修繕について、各学校の潜在的な要望がある場合を考慮し、今一度、確認してください。

　育英資金基金費の支出は、育英資金基金積立事業の積立金７，７６８円である。
健康管理事業の非常勤職員報酬８，８６１，８８８円であり、支出済額の８４．７％を占めている。

　小学校費における教育振興費の主な支出は、小学校要・準要保護児童就学援助事業の就学援助扶助費（市単独）１０，０９７，４６４円であり、支出済額の９５．８％を
占めている。
　中学校費における教育振興費の主な支出は、中学校要・準要保護生徒就学援助事業の就学援助扶助費（市単独）１１，５６２，７６７円であり、支出済額の９９．９％を
占めている。
　幼稚園費の主な支出は、会計年度任用職員給与費の公立学校共済組合負担金３，６１５，０２１円であり、支出済額の８９．９％を占めている。
　保健体育総務費の主な支出は、災害共済給付事業の災害共済掛金負担金９，３８０，５６５円を含む負担金、補助及び交付金１１，４１７，２４５円、児童生徒健康診断・
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(18) 中央幼稚園

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　主な所掌事務は、中央幼稚園の管理及び運営に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　「歳　出」
(単位：円・％)

56.6

合 計

　歳入予算現額８５６，０００円に対し、収入済額４９１，４８０円で収入率は５７．４％である。
　収入済額は、幼稚園使用料の行政財産使用料１，４３０円及び預かり保育料１２４，２５０円、雑入の親子遠足保護者負担金３６５，８００円である。

手 数 料 210,000 125,680 125,680 0 59.8

57.4

0

収 入 率
款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100

0

52.2

17.3

　歳出予算現額１０，５９５，０００円に対し、支出済額２，４８５，２７４円で、２３．５％の執行率である。
　幼稚園費の主な支出は、幼稚園管理事業の光熱水費６８４，２５１円を含む需用費９１７，３４１円、幼稚園運営事業の消耗品費３１７，３６５円を含む需用費

幼 稚 園 運 営 事 業
7,036,000

00 0

科 目 予 算 現 額 調 定 額

諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

幼 稚 園 管 理 事 業

856,000

目 事 業 名
科 目

当 初 予 算 額

幼 稚 園 費
款

646,000 365,800

0

365,800

2

2

収 入 済 額 収 入 未 済 額

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

12 24

12 24

491,480

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

臨 時 的
任 用 職 員

予 算 残 額

7,036,000 1,214,375 5,821,625

491,480

教 諭

使 用 料 及 び 使 用 料 教 育 使 用 料 幼 稚 園 使 用 料

1

1

00

業 務 員

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

2

2

項

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

前 年 度

比 較 増 減 0

主 任園 長 副 園 長

1 5

5

0

11

1

予 算 現 額 支 出 済 額

3,465,000 3,455,000 1,216,591 2,238,409 35.2

104,000 104,000 54,308 49,692
幼 稚 園 費 幼 稚 園 業 務 経 費教 育 費

合 計
10,605,000 10,595,000 2,485,274 8,109,726 23.5



３８１，４５８円、バス借上料３５３，１００円を含む使用料及び賃借料４６１，７５７円であり、支出済額の７０．８％を占めている。
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(19) 文化振興課

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりである。なお、令和６年度に新設された所属所であるため、前年度との比較は行っていない。
　各係の主な所掌事務は、次のとおりである。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、利子及び配当金の本多静六博士顕彰事業基金利子６１４円及び雑入の文化財資料等頒布代５０，５００円である。

　「歳　出」
(単位：円・％)

配 当 金
利 子 及 び 配 当 金

繰 入 金

目
社 会 教 育 職 員 給 与 費

1,000

51,1141,274,000 4.0

614

　歳入予算現額１，２７４，０００円に対し、収入済額５１，１１４円で収入率は４．０％である。

支 出 済 額

収 入 率収 入 済 額
（Ｃ）/（Ａ）×100（Ｂ）-（Ｃ）

614

（Ｃ）

0

0 61.4

予 算 残 額予 算 現 額
（Ａ）-（Ｂ）

執 行 率
（B）/（Ａ）×100

51,114

収 入 未 済 額

当 初 予 算 額

教 育 費

科 目
（Ｂ）事 業 名 （Ａ）

社 会 教 育 費

会 計 年 度
任 用 職 員

合 計

基 金 繰 入 金 本多静六博士顕彰 本 多 静 六 博 士 顕 彰

科 目
目 （Ｂ）節

1

　　　　　　　職　名
　区　分

本 年 度

参事兼課長兼
学 芸 員 文化財・歴史資料係

項
調 定 額

7

予 算 現 額

合 計

款 項

係 名
文化振興係

31 2

財産運用収入

　文化振興係においては、文化振興に関する事務、文化団体に関する事務等を行っている。
　文化財・歴史資料係においては、文化財の保護に関する事務、文化財の調査に関する事務等を行っている。

款 （Ａ）
財 産 収 入 利 子 及 び

事業基金繰入金 事 業 基 金 繰 入 金 1,118,000 0 0 0 0.0

155,000 50,500 50,500 0 32.6
雑 入 雑 入諸 収 入 雑 入

総 務 費 967,000 967,000 225,902 741,098 23.4

2,073,000 2,073,000 1,073,228 999,772 51.8
文 化 振 興 事 業

3,235,000 3,235,000 3,235,000 0 100.0
文 化 団 体 補 助 事 業

76,000 76,000 61,426 14,574 80.8
文化財保護費 文化財保護業務経費

3,773,000 3,773,000 1,397,656 2,375,344 37.0
文 化 財 保 護 事 業



(単位：円・％)

　歳出予算現額１２，５９０，０００円に対し、支出済額６，４３４，７４１円で、５１．１％の執行率である。

ウ　補助金調書

・補助金の概要

・選定理由
　令和５年度において、補助金額以上の繰越金額が発生しているため。

教 育 費 社 会 教 育 費 文化財保護費 埋蔵文化財保護事業
572,000 18.5105,600 466,400572,000

款 項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

「吉田家水塚」運営事業 775,000 775,000 335,315 439,685 43.3
市 指 定 文 化 財

本多静六博士顕彰事業

諸 支 出 金 基 金 費 本多静六博士 本多静六博士顕彰事業
顕彰事業基金費 基 金 積 立 事 業 1,000 1,000 614 386 61.4

1,118,000 1,118,000 0 1,118,000 0.0

交付先団体名

対象事業の内容

　社会教育総務費の主な支出は、文化振興事業の負担金、補助及び交付金１，０００，０００円、文化団体補助事業の負担金、補助及び交付金３，２３５，０００円であり、

12,590,000 12,590,000 6,434,741 6,155,259 51.1
合 計

支出済額の９３．４％を占めている。
　文化財保護費の主な支出は、文化財保護事業の補助金（市単独）７２２，０００円及び交付金５３０，０００円、市指定文化財「吉田家水塚」運営事業の管理業務委託料
２０４，４２３円を含む委託料２８１，４２３円であり、支出済額の８０．７％を占めている。
　本多静六博士顕彰事業基金費の支出は、本多静六博士顕彰事業基金積立金（利子）６１４円である。

久喜市文化団体連合会育成事業補助金

平成２３年度　（旧鷲宮町は不明）

久喜市鷲宮文化団体連合会

連合会が実施する文化祭、各種研修会、文化振興事業

交付の目的と必要性
多様な文化芸術活動を支援するとともに、市民が文化芸術に触れることができる機会の充実を図るた
め。

鷲宮文化祭や市内音楽グループによるファミリーコンサートを開催するなど、市民が文化芸術に触れ
る機会の充実が図れた。

当初目的の達成度

補助金名称

交付開始年度

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
（B）/（Ａ）×100

51



52

・当該補助金に対する監査結果

エ　改善・要望事項
・県展入選作品調査について、埼玉県に対してデータを提供していただくよう働きかけるなど、事務の簡素化に努めてください。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、鷲宮文化祭を小規模に開催したため、事業費の支出が減少したことや、文化団体に加盟する団体については、記念事業
として、記念誌の発行やイベントをそれぞれの記念する年に実施しており、その積立が必要であることから、繰越金額が生じた旨を確認した。なお、繰越金額が生じた

円

円

円

円（
主
な
内
訳

）

2,476,185

41,378

17,000

172,353

事業費（文化祭等）

事務費

渉外費

前年度市返納分

537,336繰越金額　（A）－（B）

円

収入金額に対する補助金額の割合 13.8

円

円

円

％

前年度繰越金 275,270 円

支出金額　（B）円

・補助事業・団体の直近決算概要

3,484,839収入金額　（A)

雑収入

（
主
な
内
訳

）

各団体に伝えている旨を確認した。また、当該補助金に関する事務の執行は、適正と認められた。
場合の対応策として、記念事業の実施時期や記念事業に係る積立額を明らかにし、一定の金額を超えるなどした場合には指導の対象とし、必要最小限に抑えるよう

加盟団体事業費（負担金） 2,638,971 円 研修費 240,587 円

円

482,395

88,000

203

2,947,503

市からの補助金額

会費等



・ 郷土資料館

ア　職員配置状況(令和6年9月30日現在)
（単位：人）

　職員の配置状況は上記の表のとおりであり、前年度と同数である。
　主な所掌事務は、資料の展示及び利用に関する事務、資料の収集・整理及び保管に関する事務等である。

イ　予算執行状況
　「歳　入」

(単位：円・％)

　収入済額は、雑入の文化財資料等頒布代１０９，０００円、郷土資料館コピー代１，０７０円及び文化財事業参加費１０，７００円である。

　「歳　出」
(単位：円・％)

　歳出予算現額５，４１９，０００円に対し、支出済額７４０，３５７円で、１３．７％の執行率である。

　　　　　　　職　名
　区　分

館 長 主 任 合 計

本 年 度 1 3 4

科 目 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額 収 入 率

前 年 度 1 3 4

比 較 増 減 0 0 0

（Ｃ） （Ｂ）-（Ｃ） （Ｃ）/（Ａ）×100
諸 収 入 雑 入 雑 入 雑 入

款 項 目 節 （Ａ） （Ｂ）

213,000 120,770 120,770 0 56.7

合 計
213,000 120,770 120,770 0 56.7

　歳入予算現額２１３，０００円に対し、収入済額１２０，７７０円で収入率は５６．７％である。

科 目
当 初 予 算 額

予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率
款 （B）/（Ａ）×100項 目 事 業 名 （Ａ） （Ｂ） （Ａ）-（Ｂ）

教 育 費 社 会 教 育 費 文化財保護費 郷土資料館管理事業
108,844 218,156 33.3

郷土資料館運営事業
327,000 327,000

3,431,000 3,431,000 573,169 2,857,831 16.7
郷土資料館特別展事業

5,419,000 740,357 4,678,643 13.7

　主な支出は、郷土資料館管理事業の消耗品費６６，０００円、郷土資料館運営事業の講師謝礼１６０，０００円及び消耗品費４２，７５８円を含む需用費３３３，９８３円で
あり、支出済額の７５．６％を占めている。

58,344 1,602,656 3.5

合 計
5,419,000

1,661,000 1,661,000
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